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　2018年 4月に診療報酬・介護報酬の同時改定が行われました．診療報酬改定は 2年に 1度，






























































































































する検討会」（2015年 7月～ 2016年 1月）での真摯な議論と合意形成を経て，厚生労働省は
2017年の改正介護保険法で，日本医師会や病院団体の要望の多くを受け入れる形で，「介護医療
院」を創設するとともに，介護療養病床廃止・転換期限を 2023年度末まで再び延長しました．
先に述べた 2018年の介護報酬改定での介護医療院への比較的高い介護報酬設定と手厚い転換促
進加算は，この間の軌道修正の「最終仕上げ」と言えます．
　このようなプロセスと決定を通して，医療者側の厚生労働省に対する不信感も相当払拭された
と思います．そのために私は，介護医療院の創設は，個別の医療政策の枠を超えて，今後の医療
改革を医療者と厚生労働省の合意形成に基づいて進める上で不可欠な，両者の信頼関係の回復に
大きく寄与したと考えています．
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